
Kazuyo ASANO,Michiyasu ODANI and Naoya AKITA

図－１ 高速道路の利用意向(参考文献１)より転載)

図－２ 高速道路を利用しない理由(参考文献１)より転載)
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第Ⅳ部門    貨物車による高速道路の選択要因に関する分析
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神戸大学大学院 正会員 小谷通泰
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１．はじめに

厳しい事業環境のもとで輸送コストを削減するた

めに、本来であれば高速道路を走行すべき貨物車が一

般道を通行するケースが多くみられる。こうした貨物

車の一般道への流入は、地域住民の安全を脅かし、大

気汚染、騒音、振動を引き起すなど、その影響は深刻

である。一方、物流においては、荷主ニーズの高度化

や多様化により、輸送の迅速化や確実性が重要視され

ており、高速道路の利用は物流サービスの向上に大い

に寄与するものといえる。そこで本研究では、こうし

た貨物車による高速道路の利用を促進させるため、京

阪神都市圏を対象に実施された既存の物流調査結果か

ら、高速道路利用に関するデータを用いて、その選択

要因を分析することを目的としている。

２．使用データと高速道路の利用状況

本研究では、京阪神都市圏を対象に、平成 17 年に

実施された物流調査の結果を用いる１）。本調査では、

９業種で従業者数が 10 人以上の規模をもつ、圏内の

すべての事業所を調査対象としており、本研究ではこ

のうち、「物流実態アンケート」と「物流に関する意

向アンケート」の質問項目の一部を使用した。これら

の調査票の総配布数は 57,781 票であり、回収数は

11,227票、回収率は 19%である。

図－１は、調査結果から事業所の高速道路の利用意

向を示したものであり、これによると高速道路利用に

肯定的な事業所の割合は 53%である。また、図－２は

高速道路を利用しない理由を示したものであり、「利用

料金を負担する必要がある」が 40%、「利用料金が高い」

が 32%で、料金負担に関する理由が上位を占めている。

３．数量化Ⅱ類を用いた高速道路の選択要因の分析

各事業所からの搬出貨物の輸送ルートに関する実

績データを対象に、数量化Ⅱ類を適用し高速道路の選

択要因を分析した。表－１は、その分析結果を示した

ものである。

被説明変数は、これらの輸送ルートにおける高速道

路利用の有無であり、説明変数は、表－１に示す事業

所属性や輸送貨物の属性など７項目である。相関比は、

0.232と必ずしも高い分析精度は得られなかった。

説明変数の中でレンジが最も大きいのは「仕向け先

までの所要時間」であり、次いで「１日あたりの搬出

貨物車台数」、「輸送品目」となっている。これらは、

表－１ 数量化Ⅱ類による分析結果
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高速道路利用ルートの選択要因として影響力が大きい

といえる。また、各変数をみてみると、「規模」は従業

員数が増えるほど、「１日あたりの搬出貨物車台数」は

少なくなるほど、「仕向け先までの所要時間」は長いほ

ど、それぞれ高速道路を選択する傾向にあった。さら

に、「業種」は「製造業」と「運輸・倉庫業」で、「輸

送品目」は「農水畜産品」、「林産品」、「金属機械工業

品」、「軽工業品」で、「出発時間帯」は「深夜・早朝」

で、「トラックの種別」は「営業用トラック」で、それ

ぞれ高速道路の利用に寄与していた。

４．高速道路の非集計選択行動モデルの構築

仮想条件のもとでの高速道路に対する選好意識デ

ータ（ＳＰデータ）を対象に、多項ロジットモデルを

適用して、高速道路の選択行動モデルを推定した２）。

表－２は、推定結果を示したものである。

本調査票では、仮想条件（８パターンの所要時間と

利用料金の組み合わせ）のもとで、まず、設問１で、

「高速道路」と「一般道」のいずれを利用するかを尋

ねている。そして、設問１で「一般道」を選択した回

答者に対しては、設問２において、利用料金値下げ後

の高速道路利用意向を尋ねている。したがって、モデ

ルの選択肢は、設問１のみの回答者では「高速道路」

と「一般道」の２選択肢であり、設問２まで答えた回

答者では「高速道路（値下げ前）」、「高速道路（値下

げ後）」、「一般道」の３選択肢となる。

一方、説明変数としては、表－２に示す「所要時間」、

「利用料金」とともに「最寄りのＩＣまでの所要時間」、

「輸送品目」、「定数項」を用いた。ここでは、「所要

時間」、「利用料金」、「定数項」からなるモデル１をベ

ースに、他の変数を順に追加することによって４通り

のモデルを作成した。ρ２は、いずれのモデルでも0.14

とやや低くなっており、その中では、モデル２でρ２

が最も高かった。また、いずれのモデルも、「所要時

間」と「利用料金」のパラメータが負であり、論理的

整合性がとれている。そして、「所要時間」と「利用

料金」のパラメータの比である時間価値は、7,200～

7,500円/時（120～125円/分）であり、的中率は、い

ずれも 79%程度であった。

また、各説明変数のｔ値は、モデル１、３、４の「利

用料金」を除いて、すべて１%で有意となった。また、

これらの変数より、「輸送品目」は「鉱産品」で一般

道の利用に、｢最寄りのＩＣまでの所要時間｣はＩＣに

近いほど、高速道路の利用に寄与することがわかった。

さらに、定数項１と定数項２は、いずれも一般道に

対する高速道路の固有の効用を示しており、「利用料

金の値下げ後」である定数項２の方が、「値下げ前」

である定数項１より定数項の値が大きくなっている。

この定数項の差は、設問によって生じる回答のバイア

ス（利用料金値下げの効果）を表現しているものと考

えられる。

５．おわりに

得られた分析結果より、高速道路の選択要因として、

「所要時間」、「利用料金」に加えて､「１日あたりの搬

出貨物車台数」、「輸送品目」、｢最寄りのＩＣまでの所

要時間｣などの要因が寄与していることが明らかにな

った。

今後の課題としては、今回はＳＰデータをもとに選

択行動モデルを構築したが、輸送ルートに関する実績

のデータが得られているので、これらのデータをもと

に代替ルートを推定し、同様に選択行動モデルを構築

したい。また、構築した選択行動モデルを用いて様々

な料金政策、割引料金（マイル割引、夜間割引や対距

離制料金）などの効果について評価を行いたい。
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表－２ 多項ロジットモデルの推定結果

注）①（）内はｔ値を示す。

②「最寄りのＩＣまでの所要時間」は「30 分以内」を１、それ以上
を０、「輸送品目」は「鉱産品」を１、それ以外を０として、それ
ぞれ一般道の固有ダミー変数として用いる。
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